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品確法改正を踏まえた経営事項審査見直しについて（平成27年4月1日施行）

品確法第１３条

（中長期的な技術的能力の確
保に関する審査等）

発注者は、その発注に係る公
共工事の契約につき競争に付
するときは、当該工事の性格、
地域の実情等に応じ、競争に
参加する者（競争に参加しよう
とする者も含む。）について、

・若年の技術者・技能労働者
等の育成及び確保の状況

・建設機械の保有の状況

・災害時における工事の実施
体制の確保の状況

等に関する事項を適切に審査
し、又は評価するよう努めなけ
ればならない。

雇用する技術職員（※）の資格
の種類や人数に応じて技術力
（Ｚ点）で評価しているが、若年
であるかどうかは問わない。

ショベル系掘削機、トラクター
ショベル、ブルドーザーの３機
種の保有状況をその他の審査
項目（Ｗ点）にて評価。

その他の審査項目（Ｗ点）にお
いて国・地方公共団体等との
防災協定の締結状況を評価。

経営事項審査における
現在の評価状況

若年の技術職員の育成及び
確保の状況を評価。

評価対象とする建設機械の
範囲を拡大。

現在の評価を継続。

経営事項審査における
今回の見直し事項

【背景】 公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）の一部改正法が平成26年6月4日に公布・施行

（※）技術職員：「技術力（Ｚ点）」での評価対象となる主任技術者や監理技術者の資格要件充足者及び登録基幹技能者の総称。



・年齢別人数構成を鑑み、３５歳未満の技術職員が相対的に少ない（下表）
・学歴、資格を問わず、入職から１０年経過すれば技術職員となることが可能である

～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～

技術職員に関する
実態調査（※）結果

5.59% 8.15% 15.28% 18.04% 12.21% 27.63% 13.09%

若年の技術職員の育成及び確保の状況の評価

評価対象とする建設業者
○ 若手の技術職員の育成・確保に継続的に取り組んできた建設業者
○ 審査対象年において若手の技術職員を育成し、確保した建設業者

具体的評価方法
経営事項審査の「その他（社会性等）の審査項目」（Ｗ）において

継続的な取組を評価
技術職員名簿に記載された３５歳未満の技術職員数が
技術職員名簿全体の１５％以上の場合

審査対象年における取組を評価
新たに技術職員名簿に記載された３５歳未満の技術職員数が
技術職員名簿全体の１％以上の場合

(※) 任意の大臣許可業者104社について、経営事項審査申請書類に基づき技術職員の年齢分布を調査。（技術職員計5653名）

＜評価対象を３５歳未満とする理由＞

一律１点

一律１点

最
大
２
点
の
加
点



評価対象となる建設機械の範囲拡大

建設業者が保有・リースしている機械のうち、
①災害時の復旧対応に使用されるもの ②定期検査により保有・稼働確認ができるもの

＜新たな対象機種選出の考え方＞

移動式クレーン
（つり上げ荷重３トン以上）

災害時の役割：土嚢の積上げ
障害物の撤去

定期検査：製造時検査、性能検査

モーターグレーダー
（自重が５トン以上）

災害時の役割：除雪、整地
定期検査：特定自主検査

大型ダンプ車
（車両総重量8t以上または最大積載量5t以上で
事業の種類として建設業を届け出、表示番号
の指定を受けているもの）

災害時の役割：土砂の運搬
定期検査：自動車検査

今回新たに評価対象とする機械（１台につき１点）

＜現行＞建設機械の保有状況を経営事項審査の「その他（社会性等）の審査項目」（Ｗ）にて評価

自ら所有しているか、審査基準日から１年７ヶ月以上のリース契約が締結
されている機械１台保有につきＷに１点の加点。最大１５台（１５点）まで評価。

加 点 対 象 機 種

加 点 の 条 件

ショベル系掘削機 トラクターショベル ブルドーザー

対象機種の拡大



改正後のその他の審査項目（社会性等）の詳細

評価項目 最高点 最低点 項目導入時期

Ｗ１：労働福祉の状況 45 -120 -

雇用保険未加入 0 -40 平成6年

健康保険の未加入 0 -40 平成6年

厚生年金保険の未加入 0 -40 平成6年

建退共加入 15 0 平成6年

退職一時金もしくは企業年金制度の導入 15 0 平成6年

法定外労災制度への加入 15 0 平成6年

Ｗ２：建設業の営業継続の状況 60 -60 -

建設業の営業年数 60 0 平成6年

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 0 -60 平成22年

Ｗ３：防災活動への貢献の状況 15 0 平成18年

Ｗ４：法令遵守の状況 0 -30 平成20年

Ｗ５：建設業の経理の状況 30 0 -

監査の受審状況 20 0 平成20年

公認会計士等数 10 0 平成6年

Ｗ６：研究開発の状況 25 0 平成20年

Ｗ７：建設機械の保有状況 15 0 平成22年

Ｗ８：国際標準化機構が定めた規格による登録の状況 10 0 平成22年

Ｗ９：若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況 2 0 今回

合計（A） 202 0

W評点（A×10×190÷200） 1,919 0

総合評定値（P）＝0.25X1+0.15X2+0.20Y+0.25Z+0.15W



改正後の経営事項審査の審査項目
完成工事高（X1）及び技術力（Z）を許可業種別に審査し、業種別に総合評定値（P）を算出

①負債抵抗力：純支払利息比率・負債回転期間

②収益性・効率性：総資本売上総利益率・売上高経常利益率

③財務健全性：自己資本対固定資産比率・自己資本比率

④絶対的力量：営業キャッシュフロー・利益剰余金

経営状況（Ｙ）

項目区分 審査項目 最高点／最低点 ウェイト

経営規模

Ｘ１ 完成工事高（許可業種別）
最高点：2,309点
最低点：397点

0.25

Ｘ２
自己資本額
利払前税引前償却前利益

最高点：2,280点
最低点：454点

0.15

経営状況 Ｙ

①負債抵抗力
②収益性・効率性
③財務健全性
④絶対的力量

最高点：1,595点
最低点：0点

0.20

技術力 Ｚ
元請完成工事高（許可業種別）
技術職員数（許可業種別）

最高点：2,441点
最低点：456点

0.25

その他審査項目
（社会性等）

Ｗ

①労働福祉の状況
②建設業の営業継続の状況
③防災活動への貢献の状況
④法令遵守の状況
⑤建設業の経理の状況
⑥研究開発の状況
⑦建設機械の保有状況
⑧国際標準化機構が定めた規格による登録の状況
⑨若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況

最高点：1,919点
最低点：0点

0.15

総合評定値 Ｐ 0.25X1＋0.15X2＋0.20Y＋0.25Z＋0.15W 最高点：2,136点
最低点：281点


